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「JRC蘇生ガイドライン 2015」に基づく救急活動プロトコルについて（通知）  

 

 

平素より、救急行政の推進につきまして御尽力いただき御礼申し上げます。 

今般、消防庁では「平成 28 年度救急業務のあり方に関する検討会」（救急蘇生ワー

キンググループ）を設置して、一般財団法人日本蘇生協議会が作成した「JRC 蘇生ガ

イドライン 2015」（平成 27 年 10 月）を踏まえ、救急活動に関して対応が必要となる

部分について検討し、報告書が取りまとめられたところです。 

貴職におかれましては、下記事項に留意の上、各都道府県メディカルコントロール

協議会及び各地域メディカルコントロール協議会において、各地域の実情に応じて、

救急活動プロトコルを検討していただくよう、各都道府県にあっては、貴都道府県内

市町村（消防の事務を処理する一部事務組合等を含む。）に対しても、この旨周知さ

れるようお願いします。 

なお、本通知は、消防組織法（昭和 22 年法律第 226 号）第 37 条の規定に基づく技

術的助言として発出するものであり、厚生労働省も事前に了知していることを申し添

えます。 

 

記 

 
 
1. 背景 

救急救命士等が行う救急活動については、「日本版救急蘇生ガイドラインに基づ

き救急救命士等が行う救急業務活動に関する報告書について」（平成 24 年 8 月 31

日付け事務連絡）を踏まえ、各都道府県メディカルコントロール協議会及び各地

域メディカルコントロール協議会において救急活動プロトコルを作成されていま

す。 

平成 27 年 10 月に一般社団法人日本蘇生協議会から「JRC 蘇生ガイドライン

2015」が取りまとめられ、平成 28 年９月には、一般財団法人日本救急医療財団心

肺蘇生法委員会から「救急蘇生法の指針 2015（医療従事者用）」が発表されまし

た。 

殿 



 

2. 救急活動プロトコルの検討について 

「JRC 蘇生ガイドライン 2015」を踏まえ、救急活動に関して対応が必要となる

部分について、科学的根拠及び救急隊の活動の面から検討を行いました。検討事

項を別紙のとおりです。 

 

3. その他 

 別紙は、平成 28 年度救急業務のあり方に関する検討会報告書（P116 から P125）
の一部抜粋であるため、こちらも参照してください。 

 

5T Uhttp://www.fdma.go.jp/neuter/about/shingi_kento/h28/kyukyu_arikata/houko

ku/houkokusyo.pdfU 5 T  

【問い合わせ先】  

消防庁救急企画室 小久江課長補佐、新田係長、山口事務官 

TEL：03-5253-7529（直通） FAX：03-5253-7532 
E-mail： kyukyusuishin@soumu.go.jp 

http://www.fdma.go.jp/neuter/about/shingi_kento/h28/kyukyu_arikata/houkoku/houkokusyo.pdf
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救急活動プロトコルの検討について 

 

 

  

別 紙 



 

① 電気ショックと心肺蘇生の優先順位 

ア．科学的根拠 

院外心停止では、除細動器の準備ができ次第、ただちに電気ショックを行うの

に比べて、電気ショックの前に長時間（90～180 秒と定義）CPR をしてから電気

ショックを行うことに有益性がないことをエビデンスが示唆しているため、基本

的には早期除細動を優先する必要がある。 

しかし、電気ショックの前に長時間の CPRを行うことについて、有害であるこ

とを示唆する研究は存在しない。 

 

イ．救急隊の活動 

救急隊が到着し除細動器による解析の準備ができるまでは、短時間であっても

良質な心肺蘇生（胸骨圧迫の正しい位置、深さ、テンポ、圧迫解除、及び高濃度

酸素による人工呼吸）を行い、適応があれば直ちに電気ショックを行う活動（い

わゆるショックファースト）を基本とする。原則として、心電図解析の準備が完

了した後に解析・電気ショックのタイミングを意図的に遅らせるプロトコル（い

わゆる CPRファースト）は採用しない。 

 

ウ．その他 

地域メディカルコントロール協議会にて傷病者の状態や搬送時間等を考慮し

検討された優先順位について、そのプロトコルを妨げない。 

また、除細動電極パッドの貼付の際、必要に応じて着衣の裁断及び植え込み式

除細動器・貼付薬等の確認を行うなどの電極貼付位置の適正化に必要な対処を

省くべきではない。  



 

② アドレナリン投与のタイミング 

ア．科学的根拠 

院外心停止では、様々な研究で早期アドレナリン投与についての効果が示され

た。しかし、対象群にアドレナリンを使用していない症例を含むなど、早期アド

レナリン投与の有効性を示すエビデンスとしては十分でない。 

一方、院内心停止では、ショック非適応リズムの早期アドレナリン投与につい

ての研究報告があり、生存退院、退院時の神経学的転帰良好及び ROSCP

＊
Pにおける

転帰の改善を認めている。院内心停止と院外心停止では病態生理学は異なるが、

院内でのエビデンスは院外でも有効であると類推できる。 

※ROSC：Return Of Spontaneous Circulation（自己心拍再開） 

 

イ．救急隊の活動 

初期心電図波形がショック非適応リズムの場合、傷病者接触後、速やかにアド

レナリンを投与する活動を基本とすることが提案された。ここで言う「速やかに」

とは、可能な限り現場で早期投与すると解釈することが望ましい。 

しかし、救急現場の環境因子及び医療機関までの搬送時間を考慮し、現場で投

与ができない場合及び搬送を優先する場合も考えられることから、アドレナリン

投与のタイミングについては、地域メディカルコントロール協議会で決定しても

かまわないこととする。 

また、アドレナリン投与の処置の拡大を通知した「救急救命士の薬剤投与の実

施に係るメディカルコントロール体制の充実強化について」（平成 17 年３月 10

日付け消防救第 70号・医政指発第 031003号）では、初期心電図波形が心静止の

場合、アドレナリン投与の適応としては、「目撃者のある例」と記載され、この

適応を参考に地域メディカルコントロール協議会において薬剤投与プロトコル

を作成し、運用を図ってきたところである。しかし、ガイドライン 2015 では、

心静止においてもアドレナリンを早期投与することによって転帰を改善する報

告がある。そのため、目撃がない例でも、心停止に陥ってからの時間を考慮し、

初期心電図波形が心静止の場合のアドレナリン投与の適応を拡大することで転

帰を改善することが期待される。 

心静止のアドレナリン投与適応範囲については、地域メディカルコントロール

協議会で検討した上で、プロトコルを作成し運用してもよい。 

平成 26 年１月 31 日から心肺機能停止前の重度傷病者に対する静脈路確保及

び輸液等が救急救命士の行う特定行為に加わった。それにより、心停止前に静脈

路確保が完了しており、その後、心停止になる場合等が想定される。その場合、

ショック適応リズムであれば、電気ショック実施後にアドレナリン投与を直ちに

行わず、２分後に行う。これらの手順については、ACLS 及び ICLSで推奨される

手順を適応する。 



 

③ 高度な気道確保について（成人） 

ア．科学的根拠 

心停止中の気道管理の最適な方法は明らかになっていない。使用されるエアウ

ェイの種類は、使用者の技量及び訓練に依存している。また、デバイス挿入の適

切なタイミングについては不明である。 

 

イ．救急隊の活動 

これまでどおり、最初に選択する高度な気道確保は、声門上気道デバイス又は

気管チューブにより実施する。 

気管挿管は、リスクの高い処置であることを再認識する。胸骨圧迫中断時間が

長引くと有害となるので、気管挿管を行う場合、胸骨圧迫中断時間は可能な限り

短くする。また、気管挿管実施後は、胸骨圧迫及び人工呼吸を非同期で実施する。

呼気 CO₂モニタを有する場合は、その役割を重要視し活用するとともに、呼気 CO₂

値の変化により、CPR中の気管チューブ先端位置の確認と連続監視を行い、食道

挿管の発生に細心の注意を払う。 

また、気管挿管の適応については、「救急救命士の気管内チューブによる気道

確保の実施について」（平成 16年３月 23日付け消防救第 55号）により、心臓機

能停止の状態及び呼吸機能停止の患者のうち、「ラリンゲアルマスク、食道閉鎖

式エアウェイで気道確保ができないもの」と記載されている。このことについて、

ラリンゲアルマスク等の声門上気道デバイスを挿入した上で、実際に気道確保が

困難な結果が得られなければ、気管内チューブによる気道確保が行えないという

ことではなく、吐物等によりラリンゲアルマスク等の声門上気道デバイスでの気

道確保が困難なことが、あらかじめ想定される状況であれば、気管内チューブに

よる気道確保の適応と解釈できる。 

声門上気道デバイスについては、色々な器具が開発されている。器具の特徴及

び使用上の留意点について、習熟していること及び十分なシミュレーションを行

うことが重要であり、地域メディカルコントロール協議会において教育方法及び

プロトコルの運用について検討した上で使用する必要がある。声門上気道デバイ

スによる気道確保実施後は、適切な換気が可能であれば、胸骨圧迫及び人工呼吸

を非同期で実施する。非同期 CPRを実施する場合は、過換気にならないように注

意する。過換気は、胸腔内圧が上昇して静脈還流が減少し冠灌流圧が低下するた

め、生存率が低下する可能性が示唆されている。 

  



 

④ 小児における人工呼吸 

ア．科学的根拠 

ガイドライン 2015 においては、ラリンゲアルマスクの有効性についての報告は

あるが、いずれにしても熟練者により使用されたものである。声門上気道デバイス

の使用については、小児の体格にあったものを適切に選ぶことが難しいことや、不

適切な位置に移動しやすいなど、管理上の困難さも指摘されている。 

また、声門上気道デバイスを使用した研究では、患者の年齢及び体格差が小さく

なるにつれて合併症発生率が増加することや、初回換気までの時間が、バックバル

ブマスク換気の方が短いという研究報告がされている。 

 

イ．救急隊の活動 

小児の人工呼吸については、バックバルブマスクによる人工呼吸を推奨する。 

声門上気道デバイスの使用については、小児における解剖学的知識の習得及び小

児の訓練用人形等を使った十分な訓練がされている場合において使用する。また、

十分な訓練及び事後検証が前提であり、地域メディカルコントロール協議会で小児

に対する声門上気道デバイスの種類や適応年齢について、十分検討すべきである。 

また、搬送時間が長い地域については、十分な訓練をすることを前提に、声門上

気道デバイスを使用した気道確保の有効性もあるため、小児に対する気道デバイス

の使用については地域メディカルコントロール協議会にて考慮する。 

 

⑤ 救命処置の質に焦点を当てたデブリーフィング 

デブリーフィング（振返り）については、質の高い CPR に焦点を当てて、記憶が

新しいうちにデータに基づくデブリーフィングを行い、改善点を抽出することで次

の活動に生かすことを目的としている。 

胸骨圧迫の深さを測る器械によるデータを用いた、デブリーフィングを実施して

いる地域もあるが、普及が進んでいない。具体的方法としては、AED等のデータを

活用して、帰署後に、隊員間で胸骨圧迫の質及び中断時間を分析することが必要で

ある。 

胸骨圧迫の中断時間については、CCFP

※
P80％以上を目指すことが望ましい。 

救急隊の活動において、車内収容後は胸骨圧迫を中断する時間も少なく、CCF は

80％以上を目指すことが可能であると推測できる。しかし、胸骨圧迫を開始してか

ら車内収容までの間は、救急救命処置及び傷病者の移動を行っている時間が大部分

であるため困難を極めるが、車内収容までの活動においても CCF80％以上を目標と

して、活動を分析し改善することが望ましい。 

 

※CCF：Chest Compression Fraction（胸骨圧迫施行時間／全 CPR時間） 

  



 

 図表 デブリーフィングのプロトコル 

 
 

⑥ 機械的 CPR装置 

ア．科学的根拠 

機械的 CPR装置についての研究報告では、用手胸骨圧迫と比較して、有益性及び

有害性を示さないとされており、機械あるいは救急隊員が行っても、質の高い胸骨

圧迫ができることを重視している。また、機械的 CPR 装置使用の利点として、揺れ

る車内及び長時間搬送時、傷病者の移動時に質の高い胸骨圧迫が維持できることが

ある。 

 

イ．救急隊の活動 

機械的 CPR装置の使用については、十分な訓練が前提とされ、その使用について、

強い推奨はしないものの、活動地域及び活動状況について考慮し、地域メディカル

コントロール協議会での裁量とする。 
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